
 

 

令和 2 年度 第１回新潟市水道事業経営審議会 
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１ 開 会 

  

２ 議 事 

（１）新・マスタープラン令和元年度事業取組の評価について 

（２）浄配水施設再編基本構想について 
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　本市では，平成２７年３月に将来にわたって「 すべてのお客さまに信頼される水道」 を基本理念とし
た，「 新・ 新潟市水道事業中長期経営計画～新・ マスタープラン～」 （ 平成２７年度～令和6年度） を策
定し，事業を推進しています。また，目指す方向性実現のため，具体的な事業・ 取り組みと，財政計画な
どを定めた「 新・ マスタープラン実施計画」 （ 計画期間： 前期３年，中期３年，後期４年） を策定し，毎
年度行う事業評価の結果を踏まえ，今後の事業に活用していく こととしています。

　「 新・ マスタープラン中期実施計画」 は，３つの方向性「 安全」 「 強靭」 「 持続」 を実現するために，
８つの施策を設け，３１の「 事業取り組み」 を行っています。評価については，１次評価は所管課で「 事
業取り組み」 ごとに，効率性，有効性の評価をし，２次評価は外部機関の水道事業経営審議会で次年度以
降の方向性を評価します。

効率性総合評価

効率性

A
・ ・ ・ 非常に高い

効率性

B
・ ・ ・ 高い

効率性

C
・ ・ ・ 普通

効率性

D
・ ・ ・ 低い

効率性

E
・ ・ ・ 非常に低い

有効性総合評価

有効性

A ・ ・ ・ 非常に高い

有効性

B
・ ・ ・ 高い

有効性

C
・ ・ ・ 普通

有効性

D
・ ・ ・ 低い

有効性

E
・ ・ ・ 非常に低い

1次評価

2次評価

方向性総合評価

拡充 ・ ・ ・ 今まで以上に力を入れて事業に取り組むことが適当

維持 ・ ・ ・ 今までどおり事業に取り組むことが適当

終了（ 完了） ・ ・ ・ 事業・ 取組みは終了した

改善・ 見直し ・ ・ ・ 事業内容の改善や見直しを検討し取り組むことが適当

縮小 ・ ・ ・ 事業の取組み規模を縮小することが適当

趣旨

事業評価の概要

－2－1



事業・ 取り組み担当課・ １次評価結果一覧

方向性 施策 担当課 効率性 有効性

Ⅰ－1 水源水質の監視 水質管理課 C C

Ⅰ－2 水安全計画の充実・ 適切な運用 水質管理課 C C

Ⅰ－3 水質管理体制の強化 水質管理課 C C

Ⅰ－4 新潟市独自の管理目標による水質管理
水質管理課
（ 浄水課）

B C

Ⅰ－5 分かりやすい水質情報の提供 水質管理課 C C

Ⅱ－1 学校施設の水飲み水栓の直結給水化 管路課 B C

Ⅱ－2 貯水槽清掃率向上に向けた新たな啓発活動の検討・ 実施 管路課 C B

Ⅱ－3 指定給水装置工事事業者の技術力向上 管路課 C C

Ⅲ－1 浄配水施設の計画的更新 計画整備課 C C

Ⅲ－2 管路施設の計画的更新 計画整備課 C A

Ⅲ－3 鉛給水管の計画的更新 管路課 C B

Ⅳ－1 浄配水施設の計画的耐震化 計画整備課 C C

Ⅳ－2 管路施設の計画的耐震化 計画整備課 C B

Ⅳ－3 重要施設向け配水管の耐震化 計画整備課 C A

Ⅳ－4 配水管網のブロック化の推進 管路課 C C

Ⅳ－5 大ブロック間の相互連絡管の整備 管路課 A A

Ⅳ－6 事故・ 災害時における復旧体制の強化 経営管理課 C C

Ⅴ－1 アセットマネジメントによる適正な資産管理 計画整備課 C C

Ⅴ－2 定員・ 給与の適正化 総務課 C B

Ⅴ－3 業務効率化に向けた民間委託の検討・ 実施 経営管理課 C C

Ⅴ－4 遊休資産の有効活用 経営管理課 C C

Ⅴ－5 時代に即した料金制度等の検討・ 実施 経営管理課 C C

Ⅴ－6 水道事業経営審議会の効果的運用 経営管理課 C C

Ⅵ－1 戦略的な広報の実施 総務課 C A

Ⅵ－2 お客さまの意見・ 要望の把握 総務課 C C

Ⅵ－3 分かりやすい経営情報の開示 経営管理課 C C

Ⅵ－4 放射性物質を含む浄水汚泥の適切な管理と情報提供 経営管理課 C C

Ⅶ－1 人材育成と専門性の強化 総務課 B C

Ⅶ－2 諸外国との水道技術研究交流 総務課 C A

Ⅷ－1 建設副産物の再利用促進 技術管理室 C A

Ⅷ－2 水道局環境計画の策定と推進 経営管理課 C C

事業・ 取組み

安全でおいしい水道水の供給
《 安全》

Ⅰ水質管理の充実・ 強化

Ⅱ給水装置における
水質保持

強靭な施設・ 体制による給水確保
《 強靭》

Ⅲ水道施設の計画的更新

Ⅳ災害対策・ 体制の強化

環境の変化に柔軟に対応した
健全な事業運営の持続

《 持続》

Ⅴ経営基盤の強化

Ⅵ積極的な情報提供と
お客さまニーズの把握

Ⅶ技術・ 知識を有する
人材の確保と育成

Ⅷ環境に配慮した事業運営

C B

C C

C C

C C

C C

C A

C C

C C

C C

B C

C A

C A

C C

２



１． 1次評価結果の集計

（1）効率性評価

備考

Ⅰ-4新潟市独自の管理目標による水質管理　Ⅱ-1学校施設の水飲み水栓の直結給水化　Ⅶ-1人材育成と
専門性の強化

Ⅳ－5大ブロック間の相互連絡管の整備

0事業

27事業

計 31事業

D

C

B

事業数

1事業

3事業

0事業

― 0事業

　効率性評価は，当該事業・ 取組みが，コストに見合った結果が出ているか，実施手段が効率的であったか評価するも
のです。評価全体では，評価点９～10点の「 A非常に高い」 評価事業は１事業，３％，評価点７～８点の「 B高い」 評
価事業は3事業，10％，５～６点の「 C普通」 評価事業は27事業，87％でした。31事業中31事業，全ての事業が効
率性の目標を達成しました。

評価値

A

E

１次評価結果の概要

A B C D E 評価無し

平成３０年度 効率性 1事業 6事業 22事業 0事業 0事業 2事業
令和元年度 効率性 1事業 3事業 27事業 0事業 0事業 0事業
令和２年度 効率性

0事業

5事業

10事業

15事業

20事業

25事業

30事業

35事業

効率性評価結果の経年変化

B
１０％

C
８７%

A 
３%

効率性評価結果割合
（ 評価対象31）

A B C D E 評価無し

３



（2）有効性評価

　有効性評価は，重点目標等を達成するために有効であったか，期待する結果・ 効果（ 成果） は得られたか評価するも
のです。有効性総合評価の結果は，評価９～10点の「 A非常に高い」 評価事業は６事業，1９％，７～８点の「 Ｂ高
い」 評価事業は4事業13％でした。５～６点の「 Ｃ普通」 評価事業は２１事業，６８％，31事業中31事業，全ての事
業が有効性の目標を達成しました。

0事業

評価値 事業数 備考

計

A 6事業
Ⅲ-2管路施設の計画的更新　Ⅳ-3重要施設向け配水管の耐震化　Ⅳ-5大ブロック間の相互連絡管の整備
Ⅵ-１戦略的な広報の実施　Ⅶ-2諸外国との水道技術研究交流　Ⅷ-1建設副産物の再利用促進

― 0事業

31事業

D 0事業

E

4事業
Ⅱ-2貯水槽清掃率向上に向けた新たな啓発活動の検討・ 実施　Ⅲ-3鉛給水管の計画的更新　Ⅳ-2管路施
設の計画的耐震化　Ⅴ-2定員・ 給与の適正化

C 21事業

B

A
１９%

B
１３%

C
６８%

有効性評価結果割合
（ 評価対象31）

A B C D E 評価無し

A B C D E 評価無し

平成３０年度 効率性 4事業 4事業 20事業 1事業 0事業 2事業
令和元年度 効率性 6事業 4事業 21事業 0事業 0事業 0事業
令和２年度 効率性

0事業

5事業

10事業

15事業

20事業

25事業

30事業

35事業

有効性評価結果の経年変化

４



１． 2次評価結果の目的

2． 2次評価結果の集計

3．改善・ 見直しとした事業

「 すべてのお客さまに信頼される水道」 であるためには，お客さまの視点として，外部機関である水道事業経営審議会
で，各事業取り組みの実施状況，目標の達成度などを確認したうえで，効率性，有効性，についての評価を受け，今後
の方向性を明確にしていく ことを目的としています。

評価値 拡充 維持 終了（ 完了） 改善・ 見直し 縮小 計

0事業

事業数

事業・取組み
効率性
評　価

有効性
評　価

経営審議会総評 所管課

2次評価結果の概要

経営審議会評価後

５



・ 農薬濃度管理目標達成率 ・ 総トリハロメタン濃度管理目標達成率

・ 残留塩素管理目標達成率 ・ 臭気強度管理目標達成率

・ 学校施設水飲み水栓の直結給水化率 ・ 貯水槽清掃実施率

・ 老朽化浄水施設率 ・ 老朽化設備率

・ 老朽化管路率　 ※ １ ・ 老朽化基幹管路率　 ※ １

■強靭な施設・ 体制による給水の確保

■安全でおいしい水道水の供給

100% 100% 100% 100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

100% 98% 100% 100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

92% 87% 90%
91%

以上

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

100% 100% 100% 100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

65.7% 66 .1% 65 .9% 70% 以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

82.3% 80 .8% 81 .0% 77 .3%

以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

0.0% 0 .0% 0 .0% 0 .0%
0 .0%

10 .0%

20 .0%

30 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

20.9% 19 .3% 17 .0% 15%

以下

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

4.0% 3 .8%
3 .6%

2 .2%

以下
0.0%

5 .0%

10.0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

4.0% 3 .4%
2 .1%

1 .9%

以下
0.0%

5 .0%

10.0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

重点目標の推移

６



・ 鉛製給水管率 ・ 浄水施設耐震率

・ ポンプ所耐震施設率 ・ 配水池耐震施設率

・ 管路耐震適合率　 ※ １ ・ 基幹管路耐震適合率　 ※ １

・ 管路更新率（ 期間平均） 　 ※ １ ・ 基幹管路更新率（ 期間平均） 　 ※ １

・ 小ブロック構築率 ※ １　算出の基となる延長は発注延長（ 計画値） を使用

5.9% 5 .5% 5 .1% 3 .6%

以下
0.0%

5 .0%

10.0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

19.9% 19 .9%

45 .0%
47 .8%

以上

0.0%

10 .0%

20 .0%

30 .0%

40 .0%

50 .0%

60 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

95.9% 95 .9% 95 .8%
95 .9%

以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

72.0% 72 .0% 71 .8%
78 .5%

以上

0.0%

20 .0%

40 .0%

60 .0%

80 .0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

68.1% 68 .6% 69 .0%
70 .8%

以上

0.0%

20 .0%

40 .0%

60 .0%

80 .0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

62.4% 63 .6% 65 .3%
65 .9%

以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

0.45% 0 .42% 0 .42%

0 .89%

以上

0.00%

1 .00%

2 .00%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

1.08% 0 .99%

1 .35%
1 .69%

以上

0.00%

1 .00%

2 .00%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

81.5% 81 .5% 81 .5%

95 .6%

以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

７



・ 有収率 ・ 施設利用率

・ 施設最大稼働率 ・ エネルギー原単位

・ 再生可能エネルギー利用率 ・ 浄水発生土の有効利用率

・ 内部研修実施時間

■環境の変化に柔軟に対応した健全な事業運営の持続

93.3% 94 .0% 93 .7%
94 .8%

以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

64.1% 62 .9% 65 .0%
63 .4%

以上

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

86.3%
72 .1% 73 .1%

75 .2%

以上

0.0%

20 .0%

40 .0%

60 .0%

80 .0%

100 .0%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

0.8485kl/

㎥

0 .8531kl/

㎥

0 .8597kl/

㎥

0 .8294kl/

㎥

以下

0.00kl/㎥

0 .25kl/㎥

0 .50kl/㎥

0 .75kl/㎥

1 .00kl/㎥

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

0.35% 0 .37% 0 .40%

0 .91%

以上

0.00%

0 .25%

0 .50%

0 .75%

1 .00%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

100% 100% 100% 100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

16.0時間/人15 .5時間/人16.1時間/人
17 .8時間/人

以上

0.0時間/人

5.0時間/人

10 .0時間/人

15 .0時間/人

20 .0時間/人

平成29年度 平成30年度 令和元 中期目標

８



令和元年度　事務事業評価結果一覧表

河川水質事故による水道水の影響 ０％／０％ 100%

水道原水の水質調査 ２回／２回 100%

浄水施設での対応が困難な物質の
監視

４回／４回 100%

Ⅰ－２
水安全計画の充実・
 適切な運用

－ 100% 水安全計画の評価・
見直し

予定通り
（90%～
100％）

　水安全計画の評価については，平成21年
度の策定以来，運用状況を振り返りながら適
宜見直しを進めるPDCAサイクルを確実に推
進しています。なお、水安全計画実施に際し
ては特別の予算は計上していません。

Ｃ 浄水場「水安全計画」の評価実施率 １００％／１００％ 100%

　新潟市内すべての浄水場において妥当性の
確認作業に加え，信濃川浄水場，青山浄水
場，満願寺浄水場，戸頭浄水場，巻浄水場に
ついては大幅な見直しを行いました。水安全
計画を着実に実行することによって、水源か
ら給水栓に至るまでのリスクを未然に防止す
ることができ、安全な水道水の安定供給が可
能となっています。次年度以降は、より実効
性の高い計画となるよう，随時見直していく
予定です。

Ｃ

検査機器の保守点検実施率 １００％／１００％ 100%

教育訓練実施率 １００％／１００％ 100%

水質検査の公表回数 １２回／１２回 100%

農薬濃度管理目標達成率 １００％／１００％ 100%

総トリハロメタン濃度管理目標
達成率

１００％／１００％ 100%

残留塩素管理目標達成率 ９０％／９１％ 98.9%

臭気強度管理目標達成率 １００％／１００％ 100%

啓発活動の継続

分かりやすい
情報提供

施策 事業・取り組名
効率性

水道ＧＬＰの維持・
更新

人材育成及び
技術継承

独自管理目標による
水質管理

100%

Ⅰ
　
水
質
管
理
の
充
実
・
強
化

　GLP認定を維持しているということは，本
市の水質検査が一定水準以上の技術力を確保
し，その検査精度について第三者機関により
客観的に保証されるということです。水道水
の安全性保証を確実に行うことは，本市新・
マスタープランに掲げる「すべてのお客さま
に信頼される水道」を目指すには不可欠の取
組みです。
　水質管理技術向上については、分析技術の
計画的な習得を進め教育訓練を着実に実施す
ることで、その成果を現場に反映できるよう
努めています。

指標
(実績値/目標値)

達成度予算執行率
作業時間

体制
取組結果 効率性評価

Ｂ

100%

担当課

水
質
管
理
課

（

浄
水
課
）

Ｃ

事業取り組み項目 目標設定項目

Ｃ

　本市独自の管理目標値により、安全でおい
しい水道水を供給する取組みは、本市マス
タープランに掲げる「すべてのお客さまに信
頼される水道」を目指すには不可欠の取組み
です。ただし、活性炭の注入率と注入手法に
ついては浄水費の増加と関連することから、
今後とも調査研究を進めます。

Ｃ

Ｃ

予定通り
（90%～
100％)

水
質
管
理
課

Ⅰ－１
水源水質の監視

Ⅰ－3
水質管理体制の強化

予定通り
（90%～
100％）

　両水協の活動を通して，信濃川水系および
阿賀野川水系で年間100件程発生している水
質事故について，事故発生時の迅速な連絡通
報と関係機関との情報共有に努めることによ
り，水系全体の影響を未然に防ぎました。加
えて，年次計画にある共同調査や特別調査を
実施し，会員事業体の共益となる情報が得ら
れました。また、幹事会や技術研修会等を通
して、会員相互の連携がより強化され、本事
業の目的である水源に内在するリスクの顕在
化を未然に防止する取組みに対して十分な有
効性があったと評価できます。

Ｃ

水源の監視及び調査

【安　全】

安
　
　
全

有効性評価

本事業の活動予算については，両水協負担金
として新潟県内１２水道事業体の有収水量に
応じて案分された額が充てられています。共
同調査，上流調査，技術研修会の開催など，
同協議会の事業計画および年間予算について
は，両水協総会（毎年6月実施）で承認され
る事案です。平成31年度(令和元年度)予算の
執行状況については，2月開催された幹事会
において，概ね予定通りの執行であったと評
価されました。

　本市独自の管理目標値により，安全でおい
しい水道水を供給するために，浄水場と連携
し粉末活性炭処理を実施することにより，目
標値を概ね達成できました。残留塩素管理は
将来的な水需要を考慮し目標値の見直しを行
う予定です。
　前年度は塩水遡上対策のために多くの活性
炭注入が必要でした。令和元年度は前年度に
比べ原水水質が安定していたため活性炭にか
かる費用が抑えられたと考えられます。

方向性

　広報の充実については，今後当局として取
組んでいくべき重要課題です。水質管理に精
通した職員が水道水の安全性を分かりやすく
広報することにより，お客さまが抱く水質的
な不安感を払拭し，本市新・マスタープラン
の理念を実現することができると評価してい
ます。また，今後も広報活動後にアンケート
を実施することで，その浸透度等を評価でき
るよう努めていきます。

Ⅰ－５
分かりやすい水質情報の提供

97% 100%

100%91%

Ⅰ－４
新潟市独自の管理目標による
水質管理

水
質
管
理
課

100%65%

　本事業についてはいずれも当初予定通りに
実施されています。また，広報業務について
は，水道局広報人材育成室と連携することに
より実施しています。

Ｃ 体験型広報年間実施数 １２回／１２回

有効性

　GLP認定維持に係る予算については審査員
の交通費の部分を除いて当初計画通りに適切
に施行され，また，その評価についても満足
するものでした。
　突発的に発生する分析機器のトラブルが少
なかったため，修繕費用を抑えられたことか
ら，予算効率が向上しました。
　水質管理における人材育成・技術の継承に
ついては，主にOJTにより進めていることか
ら特別の予算は計上していません。

予定通り
（90%～
100％

予定通り
（90%～
100％)

Ｃ100%

資　料２
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施策 事業・取り組名
効率性

指標
(実績値/目標値)

達成度予算執行率
作業時間

体制
取組結果 効率性評価

担当課
事業取り組み項目 目標設定項目 有効性評価

方向性

有効性

Ⅱ－1
学校施設の水飲み水栓の
 直結給水化

－ 300% 教育委員会との協議
予定を上回る
(101%以上)

　教育委員会との協議及び情報共有を図り，
今後の改修予定校を確認しました。
　また，その他施設の工事（貯水槽入替，修
繕等）に合わせた，直結給水化について協議
を進めましたが，財政面から今年度は実施で
きませんでした。
　本取り組みについては，事業の性質上，予
算計上及び執行はありません。

Ｂ
学校施設の水飲み水栓の
直結給水化率

65.9％／66.1％以上 99.7%

　令和元年度は大規模改修計画による直結給
水化は発生せず，さらに直結方式を採用する
1校が閉校により減少したため，結果として
直結給水化率が減少しました。
　引き続き、教育委員会との協議及び情報共
有を図り，双方共通の認識で取組を進めてい
ます。

Ｃ

貯水槽清掃実施率
（簡易専用水道）

９６.４％／９３.５％ 103.1%

貯水槽清掃実施率
（小規模貯水槽水道）

７０.２％／６６.０％ 106.4%

貯水槽清掃実施率（全体清掃率） ８１.０％／７７.２％ 104.9%

講習会参加要請・
講習内容の適宜
見直し

給水装置に係る事故件数 ０件／０件 100.0%

指定給水装置工事
事業者表彰の実施

指定給水装置工事事業者講習会
参加率

65.2％／75.0％以上 86.9%

民間清掃業者との
連携

衛生管理訪問指導の
実施

Ⅱ－2
貯水槽清掃率向上に向けた
新たな啓発活動の検討・実施

　全体の貯水槽清掃率は，平成30年度に引
き続き目標値を3.8ポイント上回りました。
　引き続き高い清掃率を達成できたことは、
訪問・電話指導の充実・強化の効果が一因と
してあったものと考えます。
　しかし，清掃実施率は毎年上下を繰り返し
ており，今後も継続的に清掃実施率の推移に
注視していく必要があります。

管
路
課

Ⅱ－3
指定給水装置工事事業者の
技術力向上

予定通り
（90%～
100％)

Ｃ Ｃ

安
　
　
全

Ｂ

Ⅱ
　
給
水
装
置
に
お
け
る
水
質
保
持

　講習会や表彰制度にあっては，業者の施工
技術の向上及び意欲の高揚を図ることを目的
に実施しており，これらの取り組みは給水装
置工事における事故防止にも繋がります。
　よって当該取組は，今後も継続的に実施し
ていきます。

　引き続き未清掃の小規模貯水槽施設に対す
る衛生管理訪問指導を委託化し実施しまし
た。
　指導対象件数を削減したものの、限られた
人員体制の中で、効率よく指導強化を進めま
した。

100%108% Ｃ

　コロナウイルス感染防止のため，新潟会場
を除く他会場での開催が中止となった影響も
あり，講習会参加率は目標未達となったもの
の，例年同様、指定工事事業者の施工技術向
上に資するべく、更新制度の実施内容等，最
近の話題も盛り込み講習会を実施しました。
　優良工事店表彰については、施行内容が優
れた工事事業者20社に対し、支障なく実施
しました。

予定を下回る
(90%未満)

予定を上回る
(101%以上)

100%94%
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阿賀野川浄水場
整備事業

阿賀野川浄水場施設整備事業 実施／実施 実施

配水場整備事業 配水場施設整備事業 実施／実施 実施

基幹管路更新事業 予定を上回る
(101%以上)

基幹管路更新延長
（評価指標の延長は発注延長
（計画値）を使用）

　4,495ｍ／2,000ｍ

　累計
　　7,764m／5,300ｍ

225%

146%

配水支管更新事業 予定通り
（90%～
100％)

配水支管更新延長
（評価指標の延長は発注延長
（計画値）を使用）

13,444ｍ／13,100ｍ

　累計
　28,033m/26,600ｍ

103%

105%

4条予算事業

3条予算事業

建築物 － －

土木構造物 ４／４ 100%

基幹管路更新事業 予定を上回る
(101%以上)

管路耐震適合率 ６９.０％／７０.０％ 99.0%

配水支管更新事業
予定通り
（90%～
100％)

基幹管路耐震適合率 ６５.３％／６４.７％ 101%

Ⅳ－３
重要施設向け配水管の耐震化

118% 114% 重要施設向け
配水管の耐震化

予定を上回る
(101%以上)

　今年度は他工事関連との調整を行い，計画
的に業務を進めた結果、予定された工事につ
いて全て発注しました。
　予算執行，人員体制は他工事との調整に時
間を要しましたが，効果的に発注できまし
た。

Ｃ
重要施設向け配水管の耐震化
（評価指標の進捗は，工事の発注
により行う）

　
　　２施設／１施設

　中期累計
　　　５施設/３施設

200%

166%

　行政１施設は移転に伴い計画を前倒しで実
施したことにより増加しました。
　重要施設向け配水管の耐震化は，災害時の
対策として重要な取り組みであることから，
今後も計画的に事業を進めます。

Ａ

有効性

   ５.１％／５.５％以下

※１

107.3%

　鉛給水管の更新は漏水事故の未然防止や有
収率向上の観点から継続して実施する必要が
あることから、引き続き他工事関連や、小口
径老朽管（主に口径50mmのﾋﾞﾆﾙ管，鋼
管）の解消を推進するとともに，戸別の鉛給
水管は鉛管密度の高い地域から解消を進めま
す。

Ｂ

計
画
整
備
課

目標設定項目 有効性評価

強
　
　
靭

【強　靭】

　漏水による影響が大きい市街地に工事が集
中しているため，事前の試掘調査を実施し計
画の実現性を高め，予定の工事発注を行うこ
とによって目標通りの事業量で効率的に達成
しました。

予定通り
（90%～
100％)

Ⅳ－２
管路施設の計画的耐震化

Ⅲ－２
管路施設の計画的更新

事業取り組み項目予算執行率 効率性評価

Ⅲ
水
道
施
設
の
計
画
的
更
新

71% 99%

　鉛給水管の更新は，他工事と併せ実施する
ことによる費用の縮減や，鉛管密度の高い地
域から更新を進めることで効率化を図ってい
ますが、昨年来からの労務費や諸経費率等の
工事費用の高騰に加え，当初見込以上に鉛管
更新の進捗による鉛管密度の低減が進んでお
り、昨年度から検定満期メータの取替に併
せ、鉛給水管の更新を行う取り組みを実施し
ているものの、更新数が当初見込みを下回る
結果となりました。

管
路
課

Ｃ 鉛給水管率

浄配水施設の
耐震化

116%

Ｂ

　管路施設の耐震化については大規模地震が
発生した場合でも，生活や都市活動に必要な
水道水をできるだけ届けられるよう，断水時
に影響の大きい老朽化基幹管路の更新にあわ
せ，計画的に進めていきます。
新マスタープラン中期実施計画は一部見直し
を行ったものの，順調に進捗しています。

　大規模地震が発生した場合でも，水道シス
テムとして機能を損なうことのないように浄
配水施設の耐震化を進めていく必要がありま
す。今年度は阿賀野川施設整備事業にあわ
せ，構内水管や配水池の耐震化が完了しまし
た。
　来年度以降も継続して，浄配水施設の施設
整備にあわせ，計画的かつ効率的に耐震補強
を実施します。

計
画
整
備
課

　構内水管の耐震化および配水池耐震補強を
計画通り完了しました。
　構内給水管工事を計画通り完了しました。

Ｃ Ｃ

Ｃ

Ｃ Ａ

　新マスタープラン中期実施計画の見直しに
より，漏水による影響が大きい市街地の老朽
管更新を進め，漏水事故の未然防止を図りま
した。
基幹管路更新については，既設管ルートでの
更新が困難なため一部別ルートでの布設とな
り発注延長が増加しました。
　また，基幹管路更新は複数年で実施するこ
とから，中期実施計画全体のなかで目標値を
確実に達成していきます。

　水需要の減少を踏まえた施設規模の適正化
を図るとともに，浄配水施設の信頼性と安定
性を維持していくため，老朽化した設備を計
画的かつ効率的に更新する必要があります。
　阿賀野川浄水場施設整備事業は5か年の継
続事業が完了しました。配水場施設整備事業
は，昨年度に引続き稼働施設の安全確保を最
優先として，計画通りの確実な施工管理を行
います。

予定通り
（90%～
100％)

指標
(実績値/目標値)

達成度
作業時間

体制
取組結果

　漏水による影響が大きい市街地の工事に集
中しているため，事前の試掘調査を実施し計
画の実現性を高め，予定の工事発注を行うこ
とによって目標通りの事業量で効率的に達成
しました。

◆阿賀野川浄水場施設整備事業
電気設備、監視制御設備更新は予定通り実施
し整備事業が完了しました。
◆配水場施設整備事業
南浜電気設備更新工事、監視制御設備更新工
事、内島見配水ポンプ電気設備更新工事、南
浜ポンプ設備更新工事、内島見ポンプ設備更
新工事は予定通り工事を進めています。内野
監視設備更新工事は計画通り発注し、工事に
着手しました。
◆個別整備
　計画通り工事を進めています。

Ｃ Ｃ

方向性 施策 事業・取り組名

Ⅳ－１
浄配水施設の計画的耐震化

Ⅳ
災
害
対
策
・
体
制
の
強
化

Ⅲ－１
浄配水施設の計画的更新

Ⅲ－３
鉛給水管の計画的更新

96% 102%

96% 102%

効率性
担当課

132% 100%

予定を下回る
(90%未満

100%

※１　目標数値が以下の指標の計算方法：（１－（実績－目標)／目標）×１００3



有効性

目標設定項目 有効性評価事業取り組み項目予算執行率 効率性評価
指標

(実績値/目標値)
達成度

作業時間
体制

取組結果
方向性 施策 事業・取り組名

効率性
担当課

Ⅳ－４ 配水管網のブロック化
の推進

－ 0% 小ブロック構築数
予定を下回る
(90%未満)

　小ブロック構築のための管路整備は，他の
管路整備事業に併せて効率的に実施されるた
め，事業の性質上，予算の計上及び執行はあ
りませんでした。
　令和元年度は、引き続き小ブロック構築済
みの地域に管路整備が集中したこともあり、
布設替えに伴う小ブロックの構築には至りま
せんでした。

（市街地の老朽管路の布設替えが喫緊の課題
であり,、小ブロック構築に優先して整備事
業を進める事情がある点も考慮して外的要因
加点を行うものです。）

Ｃ 小ブロック構築率 ８１.５％／９５.６％ 85.3%

　配水管網のブロック化は，事故・災害時に
おける被害範囲の極小化や，迅速な復旧を行
うために有効な手段ではありますが，来年度
以降も、当面小ブロック構築済み地域での管
路整備が集中する見込みであり、新規の小ブ
ロック構築は厳しい状況が続きます。
　市街地の老朽管路の布設替えが喫緊の課題
であり,、小ブロック構築に優先して整備事
業を進める事情がある点も考慮して外的要因
加点を行うものです。

Ｃ

相互連絡管整備延長
（巻浄水場系～戸頭浄水場系間）

　1,095.3ｍ／1,270ｍ

　累計
　5,032.6ｍ／4,620ｍ

86.2%

108.9%

相互連絡管整備延長
（青山浄水場系～南山配水場系間）

　　696.9ｍ／500ｍ

　累計
　1,208.6ｍ／1,000ｍ

139.4%

120.9%

各種災害時マニュア
ルの更新

各種マニュアルの作成・見直し 実施／実施 実施

マニュアルに基づく
訓練の実施

マニュアルに基づく訓練の実施 実施／実施 実施

災害時協力体制及び
連携体制の充実

給水車用常設注水設備の整備 １箇所／１箇所 100%

拠点給水所の周知
方法の検討・実施

拠点給水所の周知方法の検討・実施 実施／実施 実施

連絡管整備延長

経
営
管
理
課

Ⅳ－５
大ブロック間の相互連絡管の
整備

予定通り
（90%～
100％)

Ｃ

予定を上回る
(101%以上)

A

　今年度予定されていた取組内容について
は，計画通り実施され，予算に対する執行額
も予定の範囲に収まる金額となりました。

　平成２０年度から令和６年度までの１７年
間を整備期間として設定した巻浄水場系～戸
頭浄水場系連絡管整備事業の内，平成２７年
度から令和６年度までの工事の約73％が終
了しました。
　事故・災害発生時のバックアップ機能を向
上させるため，今後も計画に沿って事業を実
施していきます。

・マニュアルの見直しを行い、災害対応力を
向上させました。
・局内及び他事業体との訓練により、災害時
の連携を確認し救援活動の実効性を高めまし
た。
・阿賀野川浄水場に給水車常設注水設備を整
備し応急給水能力を強化しました。
・燕・弥彦総合事務組合水道局と緊急連絡管
による相互応援に関する協定を締結し、災害
時の協力及び連携体制を強化しました。
・地域住民と協働した応急給水訓練を行い、
災害時の連携を強化しました。

Ａ

　巻浄水場系～戸頭浄水場系連絡管整備につ
いては，今年度は，前年度に工程の組替えを
行った影響もあり，当初計画数値には及ばな
いものの，予定していた工事は円滑に進捗
し，実績累計値においては，目標を上回る結
果を得ることができました。
　また，青山浄水場系～南山配水場系連絡管
整備については，次年度計画していた工区の
一部を併せて発注したこともあり，結果とし
て計画以上の伸長が生じました。

Ｃ

強
　
靭

Ⅳ
災
害
対
策
・
体
制
の
強
化

Ⅳ－６
事故・災害時における
復旧体制の強化

89% 84%

90% 100%

管
路
課

※１　目標数値が以下の指標の計算方法：（１－（実績－目標)／目標）×１００4



Ⅴ－１
アセットマネジメントによる
適正な資産管理

100% 100%
浄配水施設再編基本構想
策定業務

予定通り
（90%～
100％)

　浄配水施設再編基本構想策定業務委託で
は，当初予定通りの予算及び人員で施設整備
の長期的な構想を示すことが出来ました。

Ｃ 施設整備計画等の策定
実施／実施

(施設再編基本構想策定)
実施

　水需要が減少するなか，水道事業を安定し
て持続していくためには，中長期的な視点に
立った施設整備計画を策定する必要がありま
す。
　浄配水施設再編基本構想では，長期的な施
設整備方針と施設将来像を明確化し，将来像
に向けた合理的な整備工程等を示しており，
今後はこれを踏まえた具体的な施設整備計画
策定を進めていきます。

Ｃ

計
画
整
備
課

定員の適正化
予定を上回る
(101%以上)

給与の適正化
予定通り
（90%～
100％)

Ⅴ－３
業務効率化に向けた民間委託の
検討・実施

－ 100% 民間委託導入に向けた
調査・検討

予定通り
（90%～
100％)

　経済的かつ効率的にお客さまサービスの維
持向上を図るため，新たな民間委託の導入に
向け調査をしました。また，予算効率は事業
の性質上予算計上及び執行はありませんでし
た。

Ｃ 新たな業務委託に向けた
調査・検討

実施／実施 実施

　事業経営責任を確保しながら，経済的かつ
効率的にお客さまサービスの維持向上を図る
ため，新たな民間委託の導入に向け調査をし
ました。
　  引き続き，他都市の状況も含めた調査・
検討を行います。

Ｃ

太陽光発電用地としての
有償貸付

施設有効活用に向けた
情報収集や調査・研究の
継続

料金体系の調査・研究，
見直し案の検討

料金制度見直し案の調査・
研究

実施／実施 実施

料金改定の必要性，
時期・水準の見直し

長期収支モデルの作成 実施／実施 実施

Ⅴ－６
水道事業経営審議会の効果的運
用

95% 100% 水道事業経営審議会の
継続運営

予定通り
（90%～
100％)

　水道事業経営審議会を（２回／年）を開催
し，公募委員２名の改選も予定通り実施でき
ました。
　コロナウイルス感染症の影響により，第３
回審議会を中止したことにより，予算執行額
が低くなり予算効率が上がったため，対象予
算額を会議2回分に変更しました。

Ｃ
新・マスタープラン事業実施
状況に対する意見・提言の聴
取と反映

実施／実施 実施

　今年度は，水道事業経営審議会を２回開催
し，決算及び，新・マスタープランの平成３
０年度分の２次評価をいただきました。
　引き続き，水道事業経営審議会を開催し，
意見や助言を事業運営に反映し，信頼される
水道事業を目指します。

Ｃ

独自イベント

防災パネルの展示，
出張事業

ホームページ

広報紙，検針票裏面広告

小学生向けパンフレット

お客さまアンケート
お客さまアンケート調査の実
施（R元年度）:一般家庭対象

実施／実施 実施

水道モニター制度運用
水道モニター活動回数
（モニタ―会議，施設見学会
等開催数）

４回／４回 100%

事業取り組み項目

Ｃ

　 遊休資産の活用に向け，調査・研究を行い
ました。
　予算効率は事業の性質上予算計上及び執行
はありませんでした。 Ｃ 有効活用の調査・研究・有効

活用の実施
実施／実施

Ｃ 職員数

実施

　旧新津浄水場跡地において，太陽光発電用
地としての賃貸借契約を行いました。
　引き続き，遊休資産活用に向けた調査・検
討を行っていきます。

３５０人／３５１人以下

※１

100.3%

　再任用職員を含めた適正な人員管理を実施
した結果，目標職員数である351人以下を達
成し，適正な定数管理を行うことが出来まし
た。
　給与は市長部局の改正のタイミングに併
せ，同じ水準で見直しを行いました。

－ 100%
予定通り
（90%～
100％)

－ 100%

　職員定数については，今後の業務見通しや
再任用職員数の増減等を考慮し，次年度体制
を見据えた中で，適正に行うことができまし
た。
　給与改定については，市長部局の改正に連
動して，遅滞なく実施することができまし
た。
（職員定数，給与とも，経費を伴う事業的側
面を有しないことから，予算執行率を「予定
どおり」とみなして算出します。）

８１％／７２％以上 113%

　出張授業では応募校全てで実施するなど戦
略的な広報を実施できたと評価しています。
　また，平成30年度に実施しなかった「お
客さまアンケート」を実施しました。目標値
は平成30年度の「72%以上」としました。

A

総
務
課

総
務
課

Ｂ

Ⅵ－１
戦略的な広報の実施

Ⅵ
　
積
極
的
な
情
報
提
供
と
お
客
さ
ま

ニ
ー

ズ
の
把
握

97% 100%
予定通り
（90%～
100％)

　予算や体制については、計画的に実施さ
れ、目的は概ね達成しました。

お客さまアンケートにおける
広報紙「水先案内」の 認知
度

持
　
　
続

Ｃ

Ⅵ－２
お客さまの意見・要望の把握

予定通り
（90%～
100％)

Ｃ Ｃ

Ⅴ
　
経
営
基
盤
の
強
化

経
営
管
理
課

Ⅴ－５
時代に即した料金制度等の検
討・実施

予定通り
（90%～
100％)

Ｃ Ｃ

　他政令市と県内市町村の料金改定状況等を
調査し，比較検証を行いました。
　また，予算効率は事業の性質上，予算計上
及び執行はありませんでした。

　時代に即した料金制度等の検討のため，他
都市へ業務調査を行い基礎資料の収集を行い
ました。
　また，重要な事業取組であることから，持
続可能な経営を構築することを目的に，社会
情勢や財政収支などを見据えながら，引き続
き調査研究を行います。

Ⅴ－２
定員・給与の適正化

Ⅴ－４
遊休資産の有効活用

【持　続】

指標
(実績値/目標値)

達成度
方向性 施策 事業・取り組名

目標設定項目

有効性
担当課

100%－

109% 100%

予算執行率
作業時間

体制
取組結果 有効性評価

　お客さまアンケート、水道モニター制度と
も計画的に実施され、目的は概ね達成しまし
た。

効率性

効率性評価

　お客さまアンケートについては、お客さま
の水道事業に対する評価や意見の把握を行
い、今後の事業運営の参考とすることができ
ました。
　また、水道モニター制度については、予定
通りのプログラムを遂行でき、水道モニター
に水道事業への理解を深めていただきまし
た。

※１　目標値が以下の指標の計算方法：（１－（実績－目標)／目標）×１００5



事業取り組み項目
指標

(実績値/目標値)
達成度

方向性 施策 事業・取り組名
目標設定項目

有効性
担当課

予算執行率
作業時間

体制
取組結果 有効性評価

効率性

効率性評価

料金設定の仕組み及び
コスト情報の提供

料金設定の仕組み及びコスト
情報の提供
（HP及び水先案内に掲載）

年１回以上／年１回以上
（年2回）

100%

経営効率化に関する取組
情報の提供

経営効率化に関する取組情報
の提供
（HP及び水先案内に掲載）

年１回以上／年１回以上
（年2回）

100%

汚泥保管施設における放射線
量測定結果の情報開示の継続

実施／実施 実施

放射性物質濃度の分析調査結
果の情報開示の継続

実施／実施 実施

技術系新規採用職員の
独自採用，教育配転

　予算の範囲内で、必要な研修を効率的に実
施しました。

各種研修の実施

水道研修センターの運用

自治体水道国際展開
プラットホームへの参加

日米台水道地震対策
ワークショップへの参加

国際インターンシップの
受け入れ

水道技術国際シンポジウ
ムへの参加

Ⅷ－１
建築副産物の再利用促進

－ 100.0% 改良土の利用促進
予定を下回る
(90%未満)

　改良土については，利用条件の厳しい工事
が増加，発生土再利用方法の変化，土質改良
プラントが閉鎖するなどの社会情勢から，今
後 ，益々利用率が縮小していくものと思われ
ます。
　また，事業の性質上，予算計上及び執行は
ありませんでした。 Ｃ 建設副産物のリサイクル率 ８５％／４０％ 213.3%

　市内中心部における工事が多くなった事に
より，夜間工事がさらに増加しています。そ
のため、改良土を利用する工事が減少し，改
良土の利用促進が一段と進まない状況となっ
ております。アスファルト廃材とコンクリー
ト廃材については引き続き100％の再利用を
行います。
　平成30年度は，副産物の集計方法の変更
が受注者に浸透していなかったと思われます
が，当該年度では内容の理解が十分に浸透し
たことにより，リサイクル率が上昇し，実情
に合ったものだと思われます。

Ａ

技
術
管
理
室

水道局環境計画の運用

環境報告書の作成・公表

省エネルギー対策の推進

総
務
課

予定通り
（90%～
100％)

厳重な保管，管理，処分
有効利用，検査，情報提
供の実施

Ⅶ
　
技
術
・
知
識
を
有
す
る
人
材
の

確
保
と
育
成

Ⅶ－１
人材育成と専門性の強化

71% 100%
予定通り
（90%～
100％)

Ｂ

Ⅶ－２
諸外国との水道技術研究交流

91％ 100%

　国際会議への参加を通じて，先進都市の諸
外国への貢献事例等の最新情報を収集するこ
とができました。

　環境報告書の策定，公表を行い，環境施策
と効果について市民に情報提供を行いまし
た。
　進捗度は事業の性質上評価ができませんで
した。

Ｃ

経
営
管
理
課

経
営
管
理
課Ⅵ－４

放射性物質を含む浄水汚泥の適
切な管理と情報提供

Ⅷ－２
水道局環境計画の策定と推進

－ 100%

　事業の性質上，予算計上及び執行はありま
せんでしたので，予算の執行率は予定通りと
みなして評価しました。
　事業取り組みとしては，環境計画の運用や
環境報告書の作成・公表を予定通り実施しま
した。

Ｃ 環境報告書の作成・公表 実施／実施

年間内部研修実施時間
（延べ年間研修時間/年度末
職員数）

　料金設定の仕組み及びコスト情報，経営効
率化に関する取組情報の提供について，イラ
ストや図表，分かりやすい内容で広報誌「水
先案内」及びホームページで提供しました。
　引き続き分かりやすい内容での情報提供と
なるよう努めていきます。

　8,000bq/kg以下の放射性物質を含む浄水
汚泥が当初見込んでいた処分数量を下回った
ため、一部予算が不用となりました。
　今年度予定されていた取組内容について
は，計画通り実施されました。

　「汚泥保管施設における放射線量測定」及
び「放射性物質濃度の分析調査」の結果につ
いて、お客さまに対して適切に情報を開示し
ました。

維
　
　
持

Ⅵ
　
積
極
的
な
情
報
提
供
と

お
客
さ
ま
ニ
ー

ズ
の

把
握

Ⅷ
　
環
境
に
配
慮
し
た
事
業
運
営

　料金設定の仕組み及びコスト情報，経営効
率化に関する取組情報の提供を予定通り行い
ました。
　事業の性質上，予算計上及び執行はありま
せんでした。

実施

Ⅵ－３
分かりやすい経営情報の開示

予定通り
（90%～
100％)

Ｃ Ｃ－ 100%

Ａ

－ 63%
予定通り
（90%～
100％)

Ｃ Ｃ

１６.１時間/１７.１時間

予定通り
（90%～
100％)

94.2%

　職場内ＯＦＦ－ＪＴを推奨し、目標値こそ
下回ったが概ね必要な研修時間の確保ができ
ました。

Ｃ

Ｃ 国際研修等への参加人数 ４人／３人 133.3%

　会議での報告内容や，参加者間での意見交
換及び，国際インターンシップの受け入れを
通じた外国の方との交流を通して，国際的視
野及び知識を持った人材の育成につなげてい
くことができました。
　海外で開催された国際会議への職員派遣に
より，現地での実際に海外の水道事業に触れ
る経験を通して，新たな知識を習得すること
ができました。

※１　目標値が以下の指標の計算方法：（１－（実績－目標)／目標）×１００6



Ⅰ
水質管理
の充実・
強化

  資料２の評価シート記載の「『年間100件程度発生して
いる水質事故』について、水質系全体の影響を未然に防ぎ
ました」との説明がございます。水質事故について、ここ
数年の発生原因に変化はありますか。

　水質事故の発生原因に変化はなく、油流出、薬品流出、魚類へい死などとなってお
り、その多くはホームタンクのバルブ閉め忘れに起因する灯油流出が占めています。

水質管理課

  昨年度の審議会では、浄水場で塩分が取水口付近まで遡上
する事があると伺いました。本年度は、塩水遡上による悪
影響は発生無しでしょうか。
  また、河川流量の増減と塩水遡上について相関関係はあり
ますか。

　本年度は、水道水質へ影響を及ぼすような塩水遡上は、現在発生しておりません
が、河川流量、気象状況の注視を継続しています。
  また、河川流量と塩水遡上は過去の実績より、ある程度の相関関係にあることがわ
かっています。河川流量が一定期間減少している場合に塩水遡上が発生し易く、降雨
等により河川流量が増加すると解消します。

水質管理課
浄水課

Ⅰ－2 水安全計画の
充実・適切な運用

  平成31年度に信濃川浄水場、青山浄水場、満願寺浄水
場、戸頭浄水場、巻浄水場の水安全計画について大幅な見
直しをされ、実効性のある計画に改定されています。
 この改定に伴うPDCAでは、どのような効果がありました
か。
 また、水安全計画に関する再見直しすべき点はございまし
たか（PDCAにおけるチェック結果を教えてください）。

　平成31年度では、異常時対応マニュアルを中心に改訂しました。想定される異常発
生事象とその対応措置を発生個所別、項目別に分類して作成しました。
  PDCAの効果については改訂日が令和2年1月であり、まだ十分な検証期間を経てい
ないため確認できておりません。令和3年2月頃の妥当性確認の際に、再見直しすべき
点も含めて、評価いたします。

水質管理課

Ⅰ－3 水質管理体制
の強化

  GLP認定により、第三者機関による客観的保証がされて
いることに安心感を覚えます。新潟市のGLP認定範囲は
「水道水・浄水（51項目）」との認識でよろしいでしょう
か。
  日本水道協会 水道ＧＬＰ認定事務局(2020年6月5日)資
料によると、一部の水質検査機関では「原水及び工程水を
含む（例．広島市水道局技術部水質管理課）」も認定対象
になっているようです。この点、新潟市における「原水及
び工程水」は、GLP認定範囲外なのでしょうか。範囲外で
ある場合、「原水及び工程水」の認証取得は不要なのか、
ご説明いただけますか。

　新潟市のGLP認定範囲は「水道水・浄水（51項目）」のみであり、「原水及び工程
水」は認定を受けておりません。
　第三者機関による客観的保証がされていることで、お客さまに安心していただける
と考えており、「水道水・浄水（51項目）」のGLP認定を受け、これを維持しており
ます。
　しかし、水道水の原料としての原水水質検査、浄水処理の効果を確かめるための工
程水の水質検査については、GLPに準じた手法で行っていますので、現状では「原水
及び工程水」の取得は考えておりません。

水質管理課

令和元年度　新・マスタープラン質問・回答

担当課

Ⅰ－1 水源水質の監
視

局回答施策 事業・取り組み 質問

資料３
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担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

Ⅰ
水質管理
の充実・
強化

  「令和元年度は前年度に比べ原水水質が安定したため活性
炭にかかる費用が抑えられた」との説明がございます。原
水水質は、年度ごとに変化があると見受けられます。原水
水質が不安定である（変化がある）原因について教えてく
ださい。
  また、不安定となる原因を排斥する方法などは、ございま
すか。

   原水水質に影響を与える要因として、天候（降雨、日照時間など）、塩水遡上、ダ
ム放流、農薬（使用農薬，使用時期及び量）、水質事故等が考えられます。天候など
自然条件に起因する原因を排斥することは難しいですが、水門の開閉など河川流量の
調整が可能であれば、関係機関と連携して対応しております。

  将来の水需要と残留塩素管理目標値見直しの関係について
教えてください。

　将来、人口減少により、水需要が減少すると予測されています。これに伴い、配水
管内の滞留時間が長くなり、残留塩素の消費が大きくなると、浄水場の送り出しの残
留塩素を高めに管理することとなります。その結果、残留塩素管理目標値（0.1mg/L
以上0.5mg/L以下）の達成が難しくなることが予想されます。現在、新潟市では将来
の水需要を鑑み、施設や管路のダウンサイジングの検討を進めていますが、これも含
めて残留塩素管理目標値の見直しを検討していきます。

  予算執行率６５％となっているのは、活性炭使用量が減少
したことが要因ですか。

　令和元年度は原水水質が比較的安定していたため、予算時に想定していた活性炭使
用量を大きく下回ったことが要因です。

Ⅰ－5 分かりやすい
水質情報の提供

  「水質管理に精通した職員が水道水の安全性を分かりやす
く広報することにより、お客様が抱く水質的な不安を払拭
し・・・」との説明がございます。「お客様が抱く水質的
な不安」とは、具体的にどのような内容でしょうか。
  また、その内容は、近年、新たに発生した「水質的な不
安］なのでしょうか、ご説明いただけますか。

  お客さまが抱く水質的な不安は、水道水の臭い、味、色、濁り、塩素、化学物質、水
系感染症など非常に多岐に渡ります。不安の要因自体は以前から存在するものであっ
ても、報道に取り上げられたり基準値が変更されたりすると、お客さまは新たな不安
を抱きます。
　これらのことから、お客さまの漠然とした水質データの不安を職員が直接お客さま
に説明することで、不安が払拭されると考えています。また、時機に応じた水質的な
情報を提供し、お客さまの不安を払拭させるためにも適宜適切な広報に努めます。

水質管理課

水質管理課
浄水課

Ⅰ－4 新潟市独自の
管理目標による水質

管理
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担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

  今年度も第1四半期が経過し、改修予定校及び直結給水化
実施の見通しは如何でしょうか。

　今年度については、統廃合による直結給水化校の減少は予定されておらず、一方
で、新設校と改修予定校それぞれ1校、計2校の直結給水化校の増を見込んでいます。

  財政上の制約等から直結給水化自体が進展せず目標達成が
難しい中、当初の本事業目的である「次世代を担う子供た
ちが水道水のおいしさを実感できる」を具現化する代替え
案がないでしょうか。

　毎年、希望校を対象に小学校に出向き出前授業を実施しており、水道の仕組みなど
を説明していますが、その一環で水道水のPRを行っています。
　また、若年層に限定した取り組みではありませんが、全局的な対応として、イベン
ト等で水道水とミネラルウォーター等の飲み比べを行う機会を設けるなど、水道水の
美味しさのＰＲに取り組んでいます（今年度はコロナウイルス感染症防止のため、取
り組みを中止しています。）

Ⅱ－2 貯水槽清掃率
向上に向けた新たな
啓発活動の検討・実

施

  「民間清掃業者との連携」が予定を下回ったとあります
が、前年度評価から変更となった理由を教えてください。
  また、今後の改善策についても教えてください。

　平成30年度は、貯水槽清掃事業者を対象とした講演の機会を得るなど、業界団体と
の連携の結果として啓発活動を実施しましたが、令和元年度については、業界団体と
の協議に留まったこともあり、下方評価としたものです。
　業界団体との協議が前提となりますが、今後の改善策として、年1回程度、講演の
場を通じて啓発活動を実施する方向で検討を進めています。

管路課

  「コロナウイルス感染防止のため、新潟会場を除く他会場
で開催が中止になった影響もあり・・・」との説明がござ
います。講習会は、１年間を通じて各月（各時期）が平均
的となるように実施されるのでしょうか。その際、業者の
繁忙期や閑散期は考慮されているのでしょうか。

　講習会は、公益社団法人日本水道協会新潟県支部が主催し、年1回県内4会場（新潟
市・長岡市・上越市・佐渡市）で実施しています。
　なお開催日程については、委員ご指摘のとおり、事業者にとって業務が比較的閑散
期となる時期を念頭に、例年企画しています。

管路課

  講演会未参加事業者へのフォロー体制等について昨年度の
回答では「指定更新の機会を捉え資料配布を実施するな
ど、事業者の資質向上に向けた取り組みを実施したいと考
えています」とのことでしたが、フォローの実施状況と更
に未参加事業者が増えている中、追加的な施策は必要ない
でしょうか。（例えば、ネット配信やDVD作成配布など）

　本年8月に、改正水道法施行後初めての指定更新を実施しましたが、その際に更新
対象事業者全者に対し、チラシを配布し、給水装置工事に係る注意事項や技術上の留
意点等の説明、理解度合の確認を行いました。
　指定更新は今年度からの取組であり、5年間ですべての事業者との面談機会が設け
られることを踏まえ、まずは全事業者に対し、チラシに基づき個別指導を図るととも
に、未参加事業者に対しては、指定更新の場や2年に1度のGISパスワード交付の機会
をとらえ、講習会への受講勧奨を実施するなど、事業者全体の資質向上を図っていき
たいと考えています。

管路課

Ⅱ－1 学校施設の水
飲み水栓の直結給水

化
　管路課

Ⅱ
給水装置
における
水質保持

Ⅱ－3 指定給水装置
工事事業者の技術力

向上
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担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

Ⅲ－1 浄配水施設の
計画的更新

　中期計画における年度ごと管路施設全体の更新計画と実
績について、総延長などの達成度について、表あるいはグ
ラフなど、一覧性のある資料はございますか。

　資料を追加します。（追加資料１　参照）

　上記と同様の資料として、基幹管路と思われる「導水
管」「送水管」「配水本管」それぞれについて、表あるい
はグラフなど、一覧性のある資料はございますか。

　資料を追加します。（追加資料２　参照）
※説明はⅣ－２で合わせて行います。

Ⅲ－3 鉛給水管の計
画的更新

管路課

Ⅳ
震災対
策・体制
の強化

Ⅳ－1 浄配水施設の
計画的耐震化

　現状、浄水施設、配水施設の耐震化はどの程度進んでい
ますか。耐震化工事予定や全ての施設の耐震化工事完了予
定年度などを教えてください。

　いずれも概ね予定どおりの進捗であり、令和元年度末における浄水施設耐震率は
45％、配水池耐震施設率は72％となっております。ただし、耐震補強が困難な施設
や整備工程の再調整を要する施設が出てきたため、後期実施計画の策定において、補
強スケジュールの見直しや目標値の変更を検討しています。

Ⅳ－2 管路施設の計
画的耐震化

　「導水管」「送水管」「配水本管」毎に、耐震化率を教
えていただけますか。

　「導水管」「送水管」「配水本管」毎の耐震適合率を参考資料として追加します。
（追加資料２　参照）ただし、新・マスタープランでは、基幹管路の耐震適合率を
「導水管」「送水管」「配水本管」毎に指標管理していないため、集計方法の異なる
水道統計（厚労省）の値となっています。

Ⅳ－3 重要施設向け
配水管の耐震化

Ⅳ－4 配水管網のブ
ロック化の推進

管路課

Ⅳ－5 大ブロック間
の相互連絡管の整備

管路課

計画整備課

計画整備課

Ⅲ
水道施設
の計画的
更新

Ⅲ－2 管路施設の計
画的更新
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担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

Ⅳ
震災対
策・体制
の強化

　「マニュアルの見直しを行い、災害対応力を向上」との
説明がございます。「災害対応力向上」について、対象と
なる災害事例、応急措置例、復旧に要する時間短縮など、
具体的なことを教えてください。また、今後、向上させる
べき点などがございましたら、併せて教えてください。

① 信濃川塩水遡上対応マニュアルの策定
　平成30年7月に信濃川において、塩水が遡上したことを受けて、段階的な対応(行動
基準の明確化など)を図るべくマニュアルを整備しました。
② 阿賀野川塩水遡上対応マニュアルの見直し
　緊急取水切替えの準備期間が確保されるよう、塩水遡上による給水区域の切替えを
行うタイミングを1段階前倒ししました。
③ 寒波修繕対応の手引きの見直し
　寒波対応に係る局内警戒体制への移行条件として、各浄水場配水量の基準値などを
整理するとともに、危機レベルに応じた対応手段をまとめました。

　発災後、断水エリア内の医療施設・避難所等への応急給水内容・手段を定める応急
給水計画を効率的・迅速に作成できるよう、基礎資料や基準の整理、ツールの開発、
訓練を行う必要があると考えています。

　「災害時の協力体制および連携体制の充実」について、
昨年度は民間からの協力先が増加しました。令和元年度に
ついては、民間との協力体制強化はございましたか。

  令和元年度末に民間との災害協定締結を3件予定しておりましたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の観点から、参会による開催を延期したため、令和元年度におけ
る新たな協定締結はありませんでした。
　なお、当該協定についてはウェブ等を利用して令和2年8月21日付で協定を締結し
ました。
①水島鉄工㈱　　：「水道施設（水管橋・埋設管等鋼構造製品）の
　　　　　　　　　　復旧支援協力」
②水ingグループ：「水道施設（浄配水施設）の復旧支援協力」
③フジテコム㈱　：「水道施設復旧時の資機材提供・
　　　　　　　　　　漏水調査業務支援」
  なお、令和元年度において民間との協定の締結はありませんでしたが、燕・弥彦総合
事務組合水道局との間に協定を締結し、災害時に水道の相互融通を可能とする緊急連
絡管を整備しました。

経営管理課
Ⅳ－6 事故・災害時
における復旧体制の

強化
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担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

Ⅴ－1 アセットマネ
ジメントによる適正
な資産管理

　浄配水施設再編基本構想を拝読し、水道局の長長期計画
の存在を知りました。社会情勢などの変化により水需要も
大きく変化すると思います。審議会当日に、要約版のご説
明をいただけると、理解が深まると思います。どうぞよろ
しくお願いします。

　浄配水施設再編基本構想策定業務委託が昨年度末で完了しました。現在は、局内で
構想の公表に向けた内容精査を進めています。審議会では、現時点における要約版
（案）を用いて、構想の概要を説明させていただきます。 計画整備課

Ⅴ－2 定員・給与の
適正化

総務課

Ⅴ－3 業務効率化に
向けた民間委託の検
討・実施

　昨年度は政令市の浄水場の民間委託状況などを調査した
ということでしたが、今年度は他にどのような調査・検討
が実施されましたか。

　令和元年度は県主催の水道事業の基盤強化に係る新潟ブロック検討会において近隣
１２水道事業体へ「維持管理業務」「調査設計施工管理業務」「営業業務」「管理業
務」「経営計画」「人材育成」の項目で委託の状況を調査しました。

　遊休資産の有効活用は、今後も継続していただきたく思
います。
　加えて、遊休資産の売却なども検討されていらっしゃる
のでしょうか。
　今後更なる遊休資産が増加することが予想される中、更
に深度ある活用方法の検討が必要です。太陽光発電用地と
しての活用の他、今年度の具体的な調査・研究の成果はあ
りますか。

　令和元年度の第四四半期に、新型コロナウイルスが蔓延
してきました。「令和２年５月１７日までに、114自治体
が水道基本料金等の減額や無料化方針を検討中あるいは決
定した」と新聞で知りました。新潟市では、この点、どの
様な検討がされているのでしょうか（これは、減額を求め
る意見ではありません）。

　水道料金により事業に要する費用を賄う「独立採算制」で運営される水道事業にお
いて、財源の裏付けのない「減免」は行うことができません。
　水需要の減少により、水道料金収入の減少が続く中、施設の更新需要が増大し、大
変厳しい財政状況となっている本市において、一律の料金減免は出来ない状況となっ
ております。
　また、減免分を市の一般会計からの繰出金により補てんすることも検討しました
が、一般会計からは経済的に深刻な影響を受けている方々への支援を優先するべきと
の判断から、実施にはいたりませんでした。
　なお、お客さまへの対応としては、3月19日から水道料金の納付が一時的に困難と
なっている方に対し、納期を延期するなど個別に柔軟な対応を取っております。

　「長期収支モデルの作成」は新たに目標として追加され
たのですか。

　適正な資産維持費等について調査・研究を進めるため、新たに令和元年度の目標に
設定し実施したものです。

Ⅴ－6 水道事業経営
審議会の効果的運用

Ⅴ－4 遊休資産の有
効活用

経営管理課

Ⅴ－5 時代に即した
料金制度等の検討・

実施

売却は選択肢の一つであると考えていますが、ほぼ全ての遊休資産において浄水・
配水施設などの構築物が残存しており、その撤去費が土地の評価額を超えること、ま
た、ほとんどが市街化調整区域にあり、購入の需要が見込めない状況となっていま
す。

令和元年度は、2月に長野県で開催された「水道分野における官民連携推進協議
会」において、参加された民間事業者に遊休資産の有効活用案の提示を求めました
が、有用な案の提示はありませんでした。

Ⅴ
経営基盤
の強化

6



担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

Ⅵ－1 戦略的な広報
の実施

　新潟市下水道部には、新潟シティチャンネルとして『新
潟市下水道事業PRビデオ「水の都をまもるため」』が
Youtubeで公開されています。視聴したところ、分かりや
すいＰＲであると、感心しました。誠に残念に思った点
は、2014年2月に映像が公開されてから、視聴回数が
886回だったことです。これは、新潟市在住の児童生徒へ
のＰＲ不足ではないかと思います。
　さて、水道局の広報活動として、小学生あるいは中学生
向けのＰＲビデオ制作、制作後に小中学校への周知活動が
効果的であると思います。出張授業の要請に対応されてい
る点は評価に値すると思います。しかし、新潟県の言う
「新しい生活様式」を実現するには、映像によるＰＲ資料
提供も一つの方法だと思います。すでにこの様な映像資料
はございますか。あるいは、今後の取り組み予定はござい
ますか。

　映像資料については、ＨＰ内「広報動画の部屋」に「なるほど水のギモン」として
３本の動画を公開しています。
　また「新しい生活様式」対応として、映像資料ではありませんが、ＨＰ内小学生向
けコンテンツ「水の学校」について、令和２年5月から６月にかけ内容の拡充を図り
ました。
　なお、これらのＰＲについては、小学校へのお知らせメールおよびフェイスブック
掲載を行いました。

Ⅵ－2 お客さまの意
見・要望の把握

　お客さまアンケートの回答から、新マスタープラン後期
実施計画へ反映するような事例はありますか。

　直接的な回答ではありませんが、お客さまの意見聴取を重視する観点から、次期マ
スタープランでの意見反映を想定し、後期実施計画期間において、事業所１回、一般
家庭２回のアンケートを実施します。

Ⅵ－3 分かりやすい
経営情報の開示

　情報の提供が目的ではなく、理解してもらうことが重要
です。ユーザーへの浸透状況について、モニタリングする
ことも必要です。

　経営情報の開示については水道局の広報紙「水先案内」に予算や決算について掲載
しております。
　令和元年度に行ったお客様アンケートにおいて水先案内の認知度が80％を超えてい
ましたが、「興味のある所だけ読んでいる」の回答が64％弱でした。今後もお客さま
に興味を持って読んでいただけるよう工夫するとともに、経営状況についてわかりや
すく発信していきたいと考えます。
　また、今年度はお客さまから水道事業に興味を持って頂けるよう、水先案内の夏
号、秋号、冬号に集中連載として特集記事を掲載しております。

　令和2年3月31日の放射線量の測定をもって、国の安全
基準以下となった「青山浄水場、信濃川浄水場、信濃川取
水場、戸頭浄水場、巻浄水場」にける放射線量の測定を終
了された件、嬉しい報告だと思います。測定継続となる、
阿賀野川浄水場と満願寺浄水場における国の安全基準達成
予定の目途は立っていますか。

　情報の提供が目的ではなく、理解してもらうことが重要
です。ユーザーへの浸透状況について、モニタリングする
ことも必要です。

総務課

　平成23年3月の福島第一原発事故以降、保管してき放射性物質濃度200Bq/kg～
8,000Bq/kgの浄水汚泥の処分が、令和元年8月までに完了しました。
　現在発生している浄水汚泥の放射能濃度は、国の安全基準（100Bｑ/kg以下）を安
定かつ継続して下回っていることから、質問にあります浄水場等での放射線量測定が
不要であるため、敷地境界での放射線量測定を令和2年度から終了しました。
　しかし、阿賀野川浄水場と満願寺浄水場は、現在も8,000Bq/kgを超える国が管理
する浄水汚泥である指定廃棄物を保管していることから、安全確認のため、引き続き
敷地境界での放射線量を測定しています。
　指定廃棄物の処分については、国へ要望書の提出などを行っているところですが、
処分の目途がたたないため、保管中は継続して放射線量の測定を行います。

経営管理課

Ⅵ
積極的な
情報提供
とお客さ
まニーズ
の把握

Ⅵ－4 放射性物質を
含む浄水汚泥の適切
な管理と情報提供
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担当課局回答施策 事業・取り組み 質問

Ⅶ－1 人材育成と専
門性の強化

Ⅶ－2 諸外国との水
道技術研究交流

Ⅷ－1 建設副産物の
再利用促進

技術管理室

Ⅷ－2 水道局環境計
画の策定と推進

　新潟市は「にいがた未来ビジョン」を公表していて、
SDGsとの関係を示されています。一方、東京都水道局や
大阪市100%出資の株式会社大阪水道総合サービスでは、
「次世代水道へ繋ぐために～持続と成長～」としてSDGs
の取り組み方針を示しています。新潟市水道局における
SDGsの取り組み方針は、策定されていますか。
　策定されているのであれば、概要を教えてください。未
策定であれば、今後のSDGsに対する方向性を教えてくだ
さい。

新潟市水道局単独でのSDGs取り組み方針は策定しておりませんが、新潟市では、
水道局も含めた総合計画である「にいがた未来ビジョン」の推進を図ることでSDGs
の目標達成に向けた取り組みを進めることとしています。

水道局としては、都市像Ⅰ安心協働都市に「上下水道、建物の耐震化など、災害に
強い都市基盤整備」が明記されているほか、第３次実施計画の「組織・行政経営改革
編」において「新・新潟市水道事業中長期経営計画（新・マスタープラン）に基づく
事業実施」を掲げており、この計画の推進がSDGsの目標達成に向けた取り組みにな
るものと考えています。
　具体的には、SDGsが掲げる17の目標の内、
6.「水・衛生」
7.「エネルギー」
9.「インフラ、産業化、イノベーション」
は、新・マスタープランで掲げた目指す方向性「安全」「強靭」「持続」に合致する
ものだと考えます。

経営管理課

総務課

Ⅶ
技術・知
識を有す
る人材の
確保と育
成

Ⅷ
環境に配
慮した事
業運営
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局回答 担当課

　新潟市においても、配水場近隣では塩素濃度が高く、配水場
から離れた地域では塩素濃度が低くなります。特に、水温が高
い時期に、その差が大きくなる傾向があります。配水場近隣で
塩素濃度が高くなりすぎず、かつ、配水場から離れた地域で塩
素濃度0.1ppm以上を確実に確保できるよう、管理目標値を定
め、達成に向けて取り組んでいます。

水質管理
課

　家庭蛇口の水道水の塩素濃度は、0.1ppm以上が水道法の
基準だと知りました。
　新潟市の場合、配水場近隣と配水場から離れた地域におけ
る塩素濃度の差は、あるのでしょうか。教えてください。

（自治体水道国際展開プラットフォーム）
　現時点において、開催事務局（東京都水道局）から実施の是
非及び実施方法等について方針が示されていないため、開催形
式については未定です。

（インターンシップの受け入れ）
　留学生の受け入れ機関である新潟大学からは、新型コロナウ
イルス感染症の流行状況を踏まえ、実施時期等について留学生
派遣元の各大学と現在調整中である旨、連絡を受けています。
具体的な実施形式等については現時点では未定です。

その他質問・回答

総務課

総務課

質問及び意見

　新型コロナウイルス感染防止対策として、水道局が心がけ
るべき点はございますか。
　たとえば、事業者等の研修、水道局内の研修、他自治体水
道局との連携会議、水道モニター制度、出張授業など、令和
２年度の方針を教えてください。

　新型コロナウイルス感染防止対策として、様々な国際会議
がビデオ会議で実施されています。
　令和２年度の「Ⅶ－１　諸外国との水道技術研究交流」
は、現地開催になるのでしょうか、それとも遠隔会議形式に
なるのでしょうか。

　研修については、新型コロナウイルス感染症防止対策とし
て、人数の制限、ディスカッション形式の中止など研修方法の
変更などを行い、可能と判断したものについては実施していま
す。
　また、水道モニター、出張授業については、新型コロナウイ
ルス感染症防止対策の観点から令和２年度は中止としました。



令和元年度　新・マスタープラン2次評価（案）

効率性 有効性

Ⅰ水質管
理の充
実・強化 Ⅰ－1 水源水質の監

視 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅰ－2 水安全計画の
充実・適切な運用 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．なお，水安全計画の運
用・評価に際しては，PDCAサイクルの確実な推進に留意すること．

Ⅰ－3 水質管理体制
の強化 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅰ－4 新潟市独自の
管理目標による水質
管理

Ｂ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅰ－5 分かりやすい
水質情報の提供 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅱ－1 学校施設の水
飲み水栓の直結給水
化

Ｂ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅱ－2 貯水槽清掃率
向上に向けた新たな
啓発活動の検討・実
施

Ｃ Ｂ 維持

高い貯水槽清掃率を維持するために，引き続き，計画に沿って事業を推
進すること．

Ⅱ－3 指定給水装置
工事事業者の技術力
向上

Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅲ－1 浄配水施設の
計画的更新 Ｃ Ｃ 維持

水道システム維持の根幹をなす事業であることから，引き続き計画的な
更新投資とその進捗管理を実施し，計画に沿った事業推進に努めるこ
と．

Ⅲ－2 管路施設の計
画的更新 Ｃ Ａ 維持

水道システム維持の根幹をなす事業であることから，引き続き計画的な
更新投資とその進捗管理を実施し，計画に沿った事業推進に努めるこ
と．

Ⅲ－3 鉛給水管の計
画的更新 Ｃ Ｂ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅳ－1 浄配水施設の
計画的耐震化 Ｃ Ｃ 維持

水道システム維持の根幹をなす事業であることから，引き続き計画的か
つ効率的に事業を推進すること．

Ⅳ－2 管路施設の計
画的耐震化 Ｃ Ｂ 維持

水道システム維持の根幹をなす事業であることから，引き続き計画的か
つ効率的に事業を推進すること．

Ⅳ－3 重要施設向け
配水管の耐震化 Ｃ Ａ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅳ－4 配水管網のブ
ロック化の推進 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅳ－5 大ブロック間
の相互連絡管の整備 A Ａ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

施策 事業・取り組み
水道局1次評価

方向性（案） 経営審議会総評（会長案）

Ⅱ給水装
置におけ
る水質保
持

Ⅲ水道施
設の計画
的更新

Ⅳ震災対
策・体制
の強化

資料４
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令和元年度　新・マスタープラン2次評価（案）

効率性 有効性
施策 事業・取り組み

水道局1次評価
方向性（案） 経営審議会総評（会長案）

Ⅳ－6 事故・災害時
における復旧体制の
強化

Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．なお，新型ウイルス感染
症の全世界的な感染拡大状況を鑑み，感染症流行下における水道事業の
継続および安定した事業運営のために，各種計画やマニュアルの策定・
改訂，物資調達ルートの確保や備蓄等，必要に応じて適切な対応を講じ
ること．また，各種災害時の対応や復旧体制については，マニュアル類
の継続的な点検・改善や訓練の定期実施等を通して，発生時に有効に機
能するように努めること．

Ⅴ－1 アセットマネ
ジメントによる適正
な資産管理

Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅴ－2 定員・給与の
適正化 Ｃ Ｂ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅴ－3 業務効率化に
向けた民間委託の検
討・実施

Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅴ－4 遊休資産の有
効活用 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅴ－5 時代に即した
料金制度等の検討・
実施

Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅴ－6 水道事業経営
審議会の効果的運用 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅵ－1 戦略的な広報
の実施 Ｃ A 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅵ－2 お客さまの意
見・要望の把握 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅵ－3 分かりやすい
経営情報の開示 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅵ－4 放射性物質を
含む浄水汚泥の適切
な管理と情報提供

Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅶ－1 人材育成と専
門性の強化 Ｂ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅶ－2 諸外国との水
道技術研究交流 Ｃ Ａ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅷ－1 建設副産物の
再利用促進 Ｃ Ａ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅷ－2 水道局環境計
画の策定と推進 Ｃ Ｃ 維持

引き続き，計画に沿って事業を推進すること．

Ⅶ技術・
知識を有
する
人材の確
保と育成

Ⅷ環境に
配慮した
事業運営

Ⅳ震災対
策・体制
の強化

Ⅴ経営基
盤の強化

Ⅵ積極的
な情報提
供とお客
さまニー
ズの把握

－2－



【追加資料1】
令和2年 8月 17日
計 画 整 備 課

Ⅲ－２ 管路施設の計画的更新
中期実施計画における管路施設の更新延長は、図-1、図-2のように推移している。
※ 計画は中期実施計画の見直し値としている。
※ 令和2年度実績は見込値としている。

図－１ 中期実施計画における基幹管路更新延長の推移

（コメント）
※

※ 基幹管路の更新は、投資を集中させ計画的に進めています。
※

図－２ 中期実施計画における配水支管更新延長の推移

（コメント）
※

※

基幹管路については、既設管ルートでの更新が困難となった一部区間を別ルート
へ迂回したため、発注延長が増加しました。

基幹管路の更新は、複数年計画で実施することからマスタープラン全体の中で目
標値を確実に達成していきます。

工事費の高騰と工事難易度の上昇により、配水支管の更新延長は今後低下が見込
まれます。
基幹管路更新を優先的に進めているため配水支管更新への予算増は難しく、ダウ
ンサイジングによりコスト縮減を進めています。
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【追加資料２】
令和2年8月17日
計 画 整 備 課

Ⅳ-２ 管路施設の計画的耐震化
（参考）水道統計における令和元年度耐震適合率

導水管 送水管 配水本管

耐震適合管延長(m) 200,073 5,551 24,981 169,541

総 延 長 (m) 333,991 31,094 78,081 224,816

耐 震 適 合 率 (%) 59.9 17.9 32.0 75.4

※ 水道統計の値は新・マスタープランと集計方法が異なります。

基幹管路
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経営審議会報告資料 

令和 2 年 9 月４日 

総 務 部 営 業 課 

 

スマートフォンで水道料金のキャッシュレス決済が可能になります 

 

令和 2 年 10 月１日からスマートフォン決済アプリで水道料金・下水道使用料等のお支払い

が可能になります。 

これまで納入通知書によるお支払いでは、金融機関窓口、コンビニエンスストア、水道局窓口

にお越しいただいておりましたが、スマートフォン決済アプリを利用することにより、自宅はも

ちろん、いつでもどこからでも簡単な操作でキャッシュレスによるお支払いができるようにな

ります。 

 

■ 運用開始日 

  令和 2年 10月 1日（木）から 

・令和２年 10月１日以降に発行したバーコード付き納入通知書が対象となります。 

・コンビニエンスストアなどでのQRコード決済には対応しておりません。 

 

■ 使用できるスマートフォンアプリ 

LINE Pay  PayPay  銀行 Pay（ゆうちょ Pay、はま Pay、YOKA!Pay） 

auPay    Pay B   楽天銀行コンビニ支払サービス 

 

■ お支払い手順 

① 利用するアプリをダウンロードし、必要事項を登録する。 

② アプリを起動し、納入通知書に印字されたバーコードを読み取る。 

③ 支払い内容を確認し、支払いボタンを押す。 

④ 支払完了画面にて支払い完了。 

 

■ その他 

お支払い手順、利用上の注意事項などは、９月７日以降局ホームページにも掲載します。 

（下記ＱＲコードからもご覧になれます） 


